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�愛媛県告示第７０４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の所在地を変更した旨の届出があった。

平成３０年７月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成３０年７月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成３０年７月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 指定自立支援医療機関の指定（２件）………………………………………………………………………………………………………………（健康増進課）…５５５

○ 指定自立支援医療機関の所在地の変更………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…５５５

○ 知事指定薬物の指定の失効……………………………………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）…５５６

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要……………………………………………………（東予地方局環境保全課）…５５６

○ 道路の区域変更（県道中島環状線外）………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…５５７

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要………………………………………（南予地方局八幡浜支局環境保全課）…５５８

○ 道路の供用開始（県道長浜保内線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…５５９

公安委員会告示

○ 銃砲刀剣類所持等取締法第１２条の３等の診断を行う医師の指定………………………………………………………………………（警察本部生活環境課）…５６０

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

おぐに調剤薬局北条 松山市北条辻８２５－６ 株式会社おぐに 精神通院医療（薬
局）

平成３０年
５月１日

ひまわり薬局 新居浜市中村松木１丁目１２番５号 株式会社トリニティ 精神通院医療（薬
局）

平成３０年
６月１日

オレンジ薬局 新居浜市中村松木１丁目７番７号 株式会社トリニティ 精神通院医療（薬
局）

平成３０年
６月１日

ふるみつ薬局 松山市古三津五丁目４番３１号 株式会社ジン 精神通院医療（薬
局）

平成３０年
６月１日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

株式会社えん 松山市堀江町甲８６４番地１００ 訪問看護ステーション蒼空 松山市堀江町甲２０７番地１ 精神通院医療 平成３０年
６月１日

名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

訪問看護ステーショ
ンかりん

松山市保免上２丁目
１番１２号 プラムガ
ーデンＭａｒｙ１０３
号

松山市森松町１０７番
地１

平成２９年
１２月１３日

毎週（火・金）曜日発行 第２９９２号 平成３０年７月１３日

平成３０年７月１３日金曜日 第２９９２号

愛 媛 県 報

５５５



�愛媛県告示第７０５号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１２条第１項の規定により、次のとおり同条例第１１条第１項の

規定による指定が効力を失った。

平成３０年７月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定が失効する知事指定薬物の名称

� ２－メトキシ－Ｎ－フェニル－Ｎ－［１－（２－フェニルエ

チル）ピペリジン－４－イル］アセタミド及びその塩類

� ２－（｛［２－（４－ヨード－２，５－ジメトキシフェニル）

エチル］アミノ｝メチル）フェノール及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物。

２ 失効の理由

当該知事指定薬物が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物に至

ったため。

３ 失効の日

平成３０年６月３０日

�������
�愛媛県告示第７０６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成３０年７月１３日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 十倉 雅和

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場菊本地区

新居浜市菊本町一丁目１０番１号

３ 特定施設に関する事項

スラリー分離槽（Ｄ－７３１）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＥＣＨ活性汚泥処理施設

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １２～１３

最大 １２～１３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 分離上層液 １，０１０
分離下層液 １０

最大 分離上層液 １，３００
分離下層液 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 分離上層液 １０
分離下層液 ３５，０００

最大 分離上層液 ５０
分離下層液 ５０，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 分離上層液 ２０６
分離下層液 ８２

最大 分離上層液 ２０６
分離下層液 ８２

備考 汚水等は、分離上層液はＥＣＨ活性汚泥処理施設へ送水し、分離下層
液はフィルタープレス（Ｚ－７００）へ送水する。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３６０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

設 置 年 月 日 昭和４７年２月１０日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦９０メートル 横５０メートル
高さ５．６メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３，８７０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ９．０～１１．０

通常 ６．０～７．５

最大 ６．０～７．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０８

最大 ６４９

通常 ４１．８

最大 ５４．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５１

最大 ５１

通常 ５０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

愛 媛 県 報平成３０年７月１３日 第２９９２号

５５６
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� �１総合排水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口

� �３排水口

�愛媛県告示第７０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年７月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．１

通常 ０．０１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３，４９９

最大 ３，８１３

通常 ３，４９９

最大 ３，８１３

備考 汚水等は、�１総合排水処理施設へ送水される。

設 置 年 月 日 昭和５３年８月３１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 沈降分離処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
集水槽
縦１０メートル 横１０メートル
高さ５．０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈降分離処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．２

最大 ２０．０

通常 １１．２

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ２７．０

通常 １５．０

最大 ２７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．０

最大 １５．０

通常 ４．０

最大 １５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

通常 １．０

最大 ５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０，４７４

最大 ２７，５５７

通常 ２０，４７４

最大 ２７，５５７

備考 汚水等は、�１排水口より排水する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．２

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ２７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．０

最大 １５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０，４７４

最大 ２７，５５７

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．０

最大 １９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３．０

最大 ４７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．９

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ７．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６，９０２

最大 ４０，７４８

備考 この他に、雨水排水口が１８箇所ある。

愛 媛 県 報平成３０年７月１３日 第２９９２号

５５７
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�愛媛県告示第７０８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県八幡浜保健所及

び大洲市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成３０年７月１３日

愛媛県八幡浜保健所長 河 野 英 明

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

五洋建設株式会社

東京都文京区後楽２－２－８

代表取締役社長 清水 琢三

２ 事業場の名称及び所在地

五洋建設（株）見の越トンネル工事事務所

愛媛県大洲市肱川町山鳥坂地先

３ 特定施設に関する事項

� （バッチャープラント１基）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 沈殿槽

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中島環状線
松山市畑里乙３５番１地先から

同市畑里丁５７１番５地先まで

旧 ５．５～３５．３ ０．２８２

新 １０．６～４７．６ ０．２８２

〃 興居島循環線
松山市泊町甲４３０番４から

同町甲４３０番１地先まで

旧 １１．３～２９．６ ０．０７３

新 ２４．３～３６．０ ０．０７３

〃 〃
松山市門田町丙１９３番４から

同町丙１９３番１地先まで

旧 ３．８～６．０ ０．０８４

新 ３．８～１０．５ ０．０８４

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４．０

最大 ３０．０

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１ ５５ 生コンクリート製造業の用に供
するバッチャープラント

特 定 施 設 の 能 力 ２２．５立方メートル／時

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 通常４回／日、最大５回／日

特定施設の１日当たりの使用
時間 通常４時間、最大５時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 沈殿槽

処 理 施 設 の 型 式 －

処 理 施 設 の 構 造 鋼製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦５．６メートル 横２．０メートル
高さ１．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 有効面積２０立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 自然沈降

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し
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� 濁水処理施設 ５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�愛媛県告示第７０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年７月１３日

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態

の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

通常 ３．０

最大 ５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

通常 ２５０

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４．０

最大 ３０．０

通常 ２４．０

最大 ３０．０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３４５．６

最大 １，３８２．４

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 凝集沈殿・ｐＨ調整

処 理 施 設 の 型 式 シックナー

処 理 施 設 の 構 造 鋼製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径３．０メートル 高さ６．１メートル

処 理 施 設 の 能 力 ６０立方メートル／時

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿・ｐＨ調整

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態

の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

通常 ３．０

最大 ５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，５００

最大 ３，０００

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３４５．６

最大 １，３８２．４

通常 ３４５．６

最大 １，３８２．４
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公安委員会告示

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県公安委員会告示第１号
銃砲刀剣類所持等取締法施行細則（昭和５３年愛媛県公安委員会規則第６号）第２条第１項の規定により、次のとおり銃砲刀剣類所持等取

締法（昭和３３年法律第６号。以下「法」という。）第４条の３第２項又は第１２条の３の診断を行う医師を指定した。

平成３０年７月１３日

愛媛県公安委員会委員長 渡 部 智磨子

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜保内線 大洲市豊茂甲１２３９番４ 平成３０年７月１３日

医師の氏名 勤務する病院の名称 病院の所在地 診断の対象者

佐々木 朗 西条道前病院 西条市飯岡３２９０番地１ １ 法第５条第１項第３号に規定する政令で定める病気
（銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和３３年政令第３３
号。以下「令」という。）第８条第３号に定める病気
を除く。）にかかっている者並びに法第５条第１項第
４号及び第５号に掲げる者

２ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５条の２第
１項に規定する認知症である者

山 内 克 之 三番町メンタルクリニック 松山市三番町四丁目４番地６

牧 徳 彦 牧病院 松山市菅沢町甲１１５１番地１

藤 井 正 人 平成病院 大洲市柚木８１１番地１

谷 向 知 愛媛大学医学部附属病院 東温市志津川４５４番地

梅 岡 秀 一 うめおか神経クリニック 松山市二番町三丁目８番地２１�保豊二番町
ビル２階

１ 令第８条第３号に定める病気にかかっている者

岡 本 健太郎 愛媛県立今治病院 今治市石井町四丁目５番５号

平成３０年７月１３日 発行
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